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明治安田セレクト日本株式ファンド 【愛称：初くん】
追加型投信｜国内｜株式

販売用資料
2025年12月

※上記は過去の実績であり、将来の運用成果を保証するものではありません。

明治安田アセットマネジメントが設定・運用する「明治安田セレクト日本株式ファンド【愛称：初くん】（以下、

「当ファンド」といいます。）」は、2025年12月22日に第25期決算（2024年12月21日～2025年12

月22日）を迎えました。

当期における分配金は480円（10,000口あたり、税引前）といたしましたので、お知らせいたします。

基準価額と純資産総額の推移

（期間：2000年12月27日（設定日）～2025年12月22日、日次）

※最終ページの「当資料に関してご留意いただきたい事項」を必ずご覧ください。

ファンドの概要

設定日 2000年12月27日

決算日
毎年12月20日

（休業日の場合は翌営業日）

基準価額 ３０,３２２円

純資産総額 36億円

（2025年12月22日時点）

分配金の実績

第21期 第22期 第23期 第24期 第25期 設定来

2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 累計

12月 12月 12月 12月 12月

220円 270円 130円 350円 480円 3,040円

※基準価額は分配金落ち後、および運用管理費用（信託報酬）控除後の10,000口あたりの値です。信託報酬は後述の「ファンドの費用」をご参照ください。
※分配金再投資基準価額は信託報酬控除後のものであり、分配金実績があった場合に税引前分配金を再投資したものとして算出しています。
※分配金は増減したり支払われないことがあります。
※期間別騰落率は分配金再投資基準価額で算出しています。各計算期間は、基準日から過去に遡った期間の応答日（休業日の場合は翌営業日）までとします。
※ベンチマークは東証株価指数（TOPIX）（配当込み）です。ファンド設定日（2000年12月27日）前日を10,000として指数化しています。

期間別騰落率

（2025年12月22日時点）

（円） （億円）

1ヵ月前比 3ヵ月前比 6ヵ月前比 1年前比 3年前比 設定来

当ファンド 2.9% 7.9% 24.8% 34.0% 99.0% 275.4%

ベンチマーク 3.2% 8.7% 24.3% 29.2% 92.3% 321.1%

（過去5年）
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第25期決算のお知らせ

第25期分配金
（10,000口あたり、税引前） 480円
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※上記は過去の実績および弊社の見解であり、将来の運用成果を保証するものではありません。

※最終ページの「当資料に関してご留意いただきたい事項」を必ずご覧ください。
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当期の市場環境について

（指数値）

（期間：2024年12月21日～2025年12月22日）

組入銘柄の寄与度 （期間：2024年12月末～2025年11月末）

※当期のパフォーマンス推移は、当ファンドの分配金再投資基準価額とベンチマークを2024年12月20日の値を100として指数化しています。ベンチマークは東証株価
指数（TOPIX）（配当込み）です。

※分配金再投資基準価額は信託報酬控除後のものであり、分配金実績があった場合に税引前分配金を再投資したものとして算出しています。
※寄与度は当社で試算したものであり、個別銘柄の基準価額への影響が当該期間でどの程度あったかを示すための参考値として算出したものです。
※業種は東証33業種分類です。
※上記は個別銘柄の推奨または投資勧誘を目的としたものではなく、今後当ファンドが当該銘柄に投資することを保証するものではありません。
出所：ファクトセットのデータをもとに明治安田アセットマネジメント作成

上位 銘柄名 業種 寄与度

1 ＭＴＧ＊ その他製品 2.3％

2
ネットプロテクションズ
ホールディングス

その他金融業 1.5％

3 古野電気 電気機器 1.4％

4 アドバンテスト 電気機器 1.1％

5 豆蔵 情報・通信業 1.1％

下位 銘柄名 業種 寄与度

1 武蔵精密工業＊ 輸送用機器 －0.9％

2 ペプチドリーム 医薬品 －0.5％

3 ＬＩＦＵＬＬ＊ サービス業 －0.5％

4 第一三共＊ 医薬品 －0.4％

5 ラクサス・テクノロジーズ＊ サービス業 －0.4％

寄与度上位 寄与度下位

＊売却済み（2025年11月末時点で組入はありません）

＋３４．０％

＋２９．２％

当期のパフォーマンス推移

（期間：2024年12月20日～2025年12月22日、日次）
当期の騰落率

当期間のTOPIX（配当込み）は、前期末比２９．２％と堅調に推移しました。

2025年2月から3月にかけては米国関税政策への懸念から一時的に調整局面を迎えましたが、4月に相互関

税が発表されると大きく下落する場面もありました。その後、7月に日米貿易枠組みの合意が発表され、市場の

不透明感が払拭されると、日本株式市場は回復基調を辿りました。さらに8月以降は、AI（人工知能）関連株、

半導体関連株、テクノロジー関連株が相場をけん引したことや高市政権に対する期待感などから、高値を更新

する展開となりました。

こうした中、当ファンドの第25期における基準価額は、分配金再投資ベースで34.0％と、ベンチマークである

TOPIX（配当込み）の29.2％を上回るパフォーマンスとなりました。



※上記は過去の実績であり、将来の運用成果を保証するものではありません。※最終ページの「当資料に関してご留意いただきたい事項」を必ずご覧ください。

※上記は過去の実績および弊社の見解であり、将来の運用成果を保証するものではありません。
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※業種は東証33業種分類です。
※上記は過去の銘柄選択例についてご紹介したものです。投資銘柄の株価が必ずしも上昇するわけではありません。また将来の運用成果等を保証するものではありません。
※上記は個別銘柄の推奨または投資勧誘を目的としたものではなく、今後当ファンドが当該銘柄に投資することを保証するものではありません。
出所：ファクトセットのデータをもとに明治安田アセットマネジメント作成

組入銘柄のご紹介

今後の見通し

MTG
（コード：7806）業種：その他製品

ネットプロテクションズホールディングス

（コード：7383）業種：その他金融
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【企業内容】

美容機器を展開する「ReFa」や、EMS（電気筋肉刺激）を
活用してトレーニングを促す「SIXPAD」といった、健康、
美容、衛生に関するブランドを展開。

ブランド戦略の転換に着目

2024年秋、Refaはヘアケア・スキンケアを軸にリブラン
ディングを実施し、ホテルやサロンへの展開で新規顧客を
獲得。業績改善から成長フェーズへ移行し、株価も上昇。
2025年秋、成長フェーズが一巡したと判断し売却。

投資の着眼点

株価推移

（期間：2022年11月末～2025年11月末、日次）

【企業内容】

通販サイト向け後払い決済サービスを展開。主力の「NP後
払い」に加え、企業間取引向け掛け払いサービス「NP掛け
払い」や、スマホ決済「atone」などを提供。

スマホ決済「atone」の成長に着目

BNPL（後払い決済）で国内シェア首位。クレジットカード
不要の利便性で需要拡大。最近はスマホ決済「atone」が
大手ECや配信サイトに採用され、若年層の取り込みも進
むなど、今後も業績成長が続くとみている。

投資の着眼点

株価推移

（期間：2022年11月末～2025年11月末、日次）
（円）
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◼ 2026年は、高市政権が進める「成長重視」や「安全保障強化」の政策が、日本株式市場に影響を与
えるとみられます。そうした中で、企業の成長戦略にどうつながるかがポイントになると考えます。

◼ 米国関税政策や地政学リスクへの懸念は残るものの、「ロボティクス×AI（人工知能）」など、次世代
技術をテーマにした投資は引き続き注目されるとみられます。こうした分野は、先進国を中心に経
済成長を支える見通しです。

◼ 2026年11月の米国中間選挙までは、市場の方向感が出にくい相場展開もあり得るとみています。
そのような局面では、成長余地がある中小型株に投資家の関心が集まる場面もありそうです。



※上記は過去の実績であり、将来の運用成果を保証するものではありません。※最終ページの「当資料に関してご留意いただきたい事項」を必ずご覧ください。

※上記は過去の実績および弊社の見解であり、将来の運用成果を保証するものではありません。

詳しくは、当社ホームページ（https://www.myam.co.jp/fund/hajime_j/）をご確認ください。

毎月月次レポートにて、「今月のトピック」を更新中！

毎月気になった話題をピックアップ、
当社の見解を共有！
QRコードからもアクセス可能です。
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【ご参考】今月のトピックについて

https://www.myam.co.jp/fund/hajime_j/


※ 基準価額の変動要因は上記に限定されるものではありません。

基準価額の変動要因

当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、価格変動の影響を受け、基準価額は変動します。これらの運
用により信託財産に生じた運用成果（損益）はすべて投資者の皆さまに帰属します。したがって、投資者の皆さまの投
資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により投資元本を割り込み、損失を被ることがあります。投資
信託は預貯金と異なります。

なお、ファンドが有する主なリスクは、「株価変動リスク」、「信用リスク」です。

投資リスク

資金動向、市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。

※ 詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。
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お申込みメモ

換金制限
信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口の換金の申込みには制限を設ける場合があります。

購入･換金申込受付の中止及び取消し
金融商品取引所における取引の停止、外国為替取引の停止その他やむを得ない事情があるときは、申込みの受付を中止すること、およびすで
に受付けた申込みの受付を取消すことがあります。

繰上償還
委託会社は、受益権の総口数が３億口を下回った場合、この信託契約を解約することが受益者のため有利であると認めるとき、またはやむを得
ない事情が発生したときは、受託会社と合意のうえ、この信託契約を解約し、信託を終了させることができます。

運用管理費用
（信託報酬）

ファンドの純資産総額に対し、年1.375％（税抜1.25％）の率を乗じて得た額がファンドの計算期間を通じて毎日計上され、
ファンドの日々の基準価額に反映されます。なお、毎計算期間の最初の6ヵ月終了日（該当日が休業日の場合は翌営業
日）および毎計算期末または信託終了のとき、信託財産中から支払われます。

その他の
費用・手数料

信託財産の監査にかかる費用（監査費用）として監査法人に年0.0044％（税抜0.004％）を支払う他、有価証券等
の売買の際に売買仲介人に支払う売買委託手数料、先物取引・オプション取引等に要する費用、資産を外国で保管する
場合に当該資産の保管や資金の送金等に要する費用として保管銀行に支払う保管費用、その他信託事務の処理に要する
費用等がある場合には、信託財産でご負担いただきます。
※その他の費用については、運用状況等により変動しますので、事前に料率、上限額等を表示することができません。また、監
査費用は監査法人等によって見直され、変更される場合があります。

購入時手数料

購入価額に、3.3％（税抜3.0％）を上限として販売会社が定める率を乗じて得た額とします。詳細については、お申込み
の各販売会社までお問合わせください。
※購入時手数料は、購入時の商品説明、事務手続き等の対価として販売会社にお支払いいただきます。

信託財産留保額 ありません。

⚫ 投資者が信託財産で間接的に負担する費用

⚫ 投資者が直接的に負担する費用

※当該手数料等の合計額については、投資者の皆さまの保有期間等に応じて異なりますので、表示することができません。

ファンドの費用

⚫ 東証株価指数（TOPIX）（配当込み）をベンチマークとし、これを中・長期的に上回る運用成果を上げることを目標に
運用を行います。
※TOPIXは、株式会社JPX総研が算出する株価指数であり、日本の株式市場を広範に網羅するとともに、投資対象としての機能性を有するマー

ケット・ベンチマークで、浮動株ベースの時価総額加重方式により算出されます。
TOPIXの指数値及びTOPIXに係る標章又は商標は、株式会社JPX総研又は株式会社JPX総研の関連会社（以下「JPX」といいます。）の知
的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用などTOPIXに関するすべての権利・ノウハウ及びTOPIXに係る標章又は商標に関するすべての
権利はJPXが有します。JPXは、TOPIXの指数値の算出又は公表の誤謬、遅延又は中断に対し、責任を負いません。本商品は、JPXにより提供、
保証又は販売されるものではなく、本商品の設定、販売及び販売促進活動に起因するいかなる損害に対してもJPXは責任を負いません。

⚫ 銘柄選定にあたっては、企業を取巻く経済・社会環境および事業環境の変化に対応して、今後成長が期待できる産業分
野の中から、継続して成長が期待できる質の高いと判断される銘柄に厳選の上、中長期的な観点から投資します。

⚫ 株式の組入比率は、純資産総額に対して原則として高位を保ち、業種分散、流動性等に配慮のうえ投資します。
※投資環境、資金動向等を勘案して、ファンドマネージャーの判断で、組入れ銘柄数の調整や、先物取引等を利用して実質株式組入比率を引下

げる等の調整を行うことがあります。

ファンドの特色

年1回（12月20日。休業日の場合は翌営業日）決算を行い、収益分配方針に基づいて分配を行います。
※将来の収益分配金の支払いおよびその金額について示唆・保証するものではありません

分配方針



⚫ 当資料は、明治安田アセットマネジメント株式会社が作成した販売用資料であり、法令に基づく開示書類ではありません。
⚫ 投資信託のお申込みにあたっては、販売会社よりお渡しします投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判

断ください。
⚫ 投資者の皆さまの投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。また、投

資信託は預貯金と異なります。
⚫ 投資信託はリスクを含む商品であり、運用実績は市場環境等により変動します。投資信託の運用による損益は、すべて投資者の皆さまに帰属

します。
⚫ 投資信託は、預金や保険契約とは異なり、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではなく、また、登録金融機関から購入

された投資信託は投資者保護基金の補償対象ではありません。
⚫ 当資料は信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。また、当資料の記載

内容、グラフ・数値等は資料作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
⚫ 当資料中に例示した個別銘柄について、当該銘柄の推奨または投資勧誘を目的としたものではなく、今後当ファンドが当該有価証券に投資す

ることを保証するものではありません。
⚫ 当資料の運用実績に関するグラフ・数値等は、過去の実績を示したものであり、将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。
⚫ 当資料に指数・統計資料等が記載される場合、それらに関する著作権等の知的財産権、その他一切の権利は、それらを作成・公表している

各主体に帰属します。各主体は、当ファンドの運用成果等に関し、一切責任はありません。
⚫ 当資料に記載された見解・見通し・投資方針は作成時点における明治安田アセットマネジメント株式会社の見解等であり、将来の経済・市場

環境の変動等を示唆・保証するものではありません。

販売会社一覧

※お申込み・投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は、以下の販売会社へお申し出ください。

＊現在、新規の販売を停止しております。 （資料作成時点）
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販売会社名 登録番号

加入協会

備考日本
証券業
協会

一般社団
法人日本
投資顧問
業協会

一般社団
法人第二
種金融商
品取引業

協会

一般社団
法人金融
先物取引
業協会

銀行

株式会社イオン銀行
（委託金融商品取引業者 マネックス証
券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第633号 ○

株式会社愛媛銀行 登録金融機関 四国財務局長（登金）第6号 ○

株式会社鹿児島銀行 登録金融機関 九州財務局長（登金）第2号 ○ ＊

株式会社荘内銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第6号 ○ ＊

株式会社北陸銀行 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第3号 ○ ○ ＊

株式会社SBI新生銀行
（委託金融商品取引業者 マネックス証
券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社SBI新生銀行
（委託金融商品取引業者 株式会社
SBI証券）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

証券会社

池田泉州TT証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第370号 ○

九州FG証券株式会社 金融商品取引業者 九州財務局長（金商）第18号 ○ ＊

十六TT証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第188号 ○ ＊

大和証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第108号 ○ ○ ○ ○ ＊

東海東京証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第140号 ○ ○ ○ ○

西日本シティTT証券株式会社 金融商品取引業者 福岡財務支局長（金商）第75号 ○

浜銀TT証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第1977号 ○

ほくほくTT証券株式会社 金融商品取引業者 北陸財務局長（金商）第24号 ○ ＊

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

三菱UFJ eスマート証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

ワイエム証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第8号 ○

株式会社SBI証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

【当資料に関してご留意いただきたい事項】

●設定・運用は

明治安田アセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第405号

商 号 等 ：

加入協会 ： 一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会
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